
資料４

令和２年10月13日 インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議幹事会

（令和２年４月１日現在）
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○ 本資料は、「インフラ長寿命化基本計画」（平成25年11月
29日インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会

議決定）により、国、地方公共団体等が一丸となってイン
フラの戦略的な維持管理・更新等を推進するとしたことを
受け、各インフラの管理者が「インフラ長寿命化計画」（行
動計画）及び「個別施設毎の長寿命化計画」の策定やこ
れらに基づく取組を着実に推進することができるよう、地
方公共団体及び所管法人等が活用可能な各省庁による
支援策を、【１】財政的支援、【２】技術的支援、【３】その他
の支援、の別にとりまとめたもの。

○ 地方公共団体及び所管法人等においては、各種支援策
の活用等により、令和2年度までに個別施設計画を策定
するなど、積極的な取組が求められる。



１．警察庁

２．総務省

３．文部科学省

スポーツ庁

４．厚生労働省

５．農林水産省

６．経済産業省

７．国土交通省

８．環境省
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・・・・・・・・ ４５
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【実施主体】
都道府県

【対象事業】
警察本部、警察署

等の警察施設整備

都道府県が実施する警察施設の整備について都道府県警察施設整備費補助金で支援

警察本部、警察署庁舎といった警察施設は、第一線の警察活動の拠点として、留置施
設、取調室等の設備を有している。また、防災拠点としての機能を有しており、災害発生
時における、被災者の救護、応援部隊の受入れ等に活用している。

これらの機能を維持するため、老朽化した施設の建替整備が必要であり、都道府県が
実施する当該施設の整備に要する経費について、一定額を補助（10分の５）する。

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

問合せ先
長官官房会計課 長尾
03-3581-0141（内線2245）

【１】財政的支援（都道府県警察施設整備費補助金による支援）

警察活動の拠点、災害発生時の防災拠点
としての機能を維持する必要

老朽化した警察施設
都道府県警察施設整備費補助金による支援

（警察庁）１／２5



（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

問合せ先
交通規制課 渡辺
03-3581-0141（内線5204）

【１】財政的支援（都道府県警察施設整備費補助金による支援）

信号灯器のＬＥＤ化

○ 消費電力が電球式の約６分の１

○ 長寿命

（ＬＥＤ式は６～８年、電球式は

約半年～１年）

信号制御機等の更新

○ 老朽化した信号制御機、信号柱等

を更新

（警察庁）２／２6

都道府県が実施する交通安全施設の整備について都道府県警察施設整備費補助金で支援

信号機をはじめとした交通安全施設は、交通の安全と円滑を確保するために必要不可
欠な施設である。

交通安全施設の維持管理・更新等を着実に推進するため、警察庁インフラ長寿命化計
画に即して実施する老朽施設の更新等に要する経費の一部を補助（10分の５）する。
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平成29年度に創設した「公共施設等適正管理推進事業債」について、集約化・複合化事業の実施主体や長寿命化事業の対象を拡充
【地方債計画額 Ｈ２９ ： ３，１５０億円 → Ｈ３０ ： ４，３２０億円 → Ｒ元 ： ４，３２０億円 → Ｒ２ ： ４，３２０億円】

〈対象事業〉 延床面積の減少を伴う集約化・複合化事業 〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ５０％
※複数団体が連携して実施する集約化・複合化事業の取組において、対象施設を有しない団体も実施主体に含む。

①集約化・複合化事業

充当率 ： ９０％

⑦除却事業

〈対象事業〉 他用途への転用事業
〈充当率等〉 充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％）

③転用事業

〈対象事業〉
【公共用の建築物】 施設（義務教育施設を含む）の使用年数を法定耐用年数を超えて延長させる事業
【社会基盤施設（道路（舗装、小規模構造物等）、河川管理施設、砂防関係施設（昭和５３年以降の技術基準で設計された施設を含む。）、
海岸保全施設、港湾施設、都市公園施設、治山施設・林道、漁港施設、農業水利施設・農道・地すべり防止施設）】 所管省庁が示す管理方針
に基づき実施される事業（一定の規模以下等の事業）

〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％（注））

②長寿命化事業

〈対象事業〉 コンパクトシティの形成に向けた長期的なまちづくりの視点に基づく事業
〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％）

④立地適正化事業

〈対象事業〉昭和56年の新耐震基準導入前に建設され、耐震化が未実施の市町村の本庁舎の建替え事業等

〈充当率等〉充当率 ： ９０％（交付税措置対象分７５％）、交付税措置率 ： ３０％ ※地方債の充当残については、基金の活用が基本

⑥市町村役場機能緊急保全事業

公共施設等適正管理推進事業債

〈対象事業〉公共施設等のユニバーサルデザイン化のための改修事業
〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％（注））

⑤ユニバーサルデザイン化事業

（注）義務教育施設の大規模改造事業に係る事業については、地方負担額に対する交付税措置率が、学校教育施設等整備事業債における義務教育施設の
大規模改造事業（地方単独事業）に係る当該値を下回らないよう設定

※①～⑦全て公共施設等総合管理計画に基づき行われる事業で、⑦を除き、個別施設計画等に位置付けられた事業が対象。ただし、インフラ長寿命化基本計画に
おいて個別施設計画に記載することとされている事項（対象施設、計画期間、対策の優先順位の考え方、個別施設の状態等、対策内容と実施時期、対策費用）が個
別施設計画と同種・類似の「施設整備計画」や「統廃合計画」等に全て記載されている場合は、個別施設計画を策定しない場合でも、集約化・複合化事業等の対象と
なる。また、当該同種・類似の計画が一部の施設のみを対象としている場合でも対象となる。

期間：平成29年度から令和３年度まで（⑥は令和２年度まで（ただし、経過措置として、令和２年度までに実施設計に
着手した事業については、令和３年度以降も現行と同様の地方財政措置を講じる））

※下線部分を令和２年度から拡充

問合せ先
自治財政局財務調査課 伊藤
03-5253-5647（内線23477）

【１】財政的支援（地方債措置）

（総務省）１／１8

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、老朽化対策に対する地方債措置について。

　前頁で申し上げたとおり、地方財政計画において、「公共施設等適正管理推進事業費」 を４，８００億円計上するとともに、これに対応するため、引き続き「公共施設等適正管理推進事業債」による地方債措置を講じる。

　平成３１年度は、長寿命化事業のうち社会基盤施設について、橋梁や都市公園施設等を追加している。

　また、平成３０年度からは、長寿命化事業、転用事業、立地適正化事業、ユニバーサルデザイン化事業については、その元利償還金の交付税措置率について、財政力に応じて３０％から最大５０％まで引き上げることとしている。

　事業期間は、⑥の市町村役場機能緊急保全事業は平成３２年度までとなるが、その他の事業については、平成３３年度までとなっている。
　なお、平成３２年度までを事業期間としている市町村役場機能緊急保全事業については、経過措置として、平成３２年度までに実施設計に着手した事業については、平成３３年度以降も現行と同様の地方財政措置を講ずることとしている。
　各事業の詳細については、次頁以降。
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地方公共団体が実施する公立学校施設整備に要する経費の一部を国庫補助することにより学校教育
の円滑な実施を担保する。

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

問合せ先

大臣官房文教施設企画・防災部
施設助成課 水橋
03-5253-4111（内線2463）

【１】財政的支援（公立学校施設整備費による支援）

中性化対策のための抑制剤や
アルカリ性付与剤の塗布

様々な学習内容・学習形態に対
応できる多目的スペースを整備埋設されていた配管を改修の際に露出化

排水管 給水管

改修前改修後
外断熱、自然光利用、自然換気な
どの省エネルギー化、外壁等改修

（長寿命化改良の例）

（文部科学省）１／４

（主な補助事業）

長寿命化改良 補助率：１／３ 構造体の劣化対策を要する建物の耐久性を高める改修等

大規模改造 補助率：１／３（原則） 建物の老朽化に伴う改修など

改 築 補助率：１／３（原則） 構造上危険な状態にある建物、耐震力不足の建物等の改築

10



「国立大学法人等施設整備５か年計画」に基づき、老朽化対策やイノベーション創出及びグローバル
人材育成の基盤となる施設の整備など、施設の重点的、計画的整備を推進

＜整備事例＞ 建設学科建築学棟
老朽化した製図室をリノベーションし、開放的なフロア構成とし、課題制作やグループ討議、プレゼンテーションなど

フレキシブルに利用出来るスタジオに再生。

・施設の安全性を確保するとともに、各大学等の個性や特色を踏まえた教育研究環境づくりを進め
るため、国立大学法人等（大学共同利用機関法人、国立高等専門学校を含む）に対し、施設整備費
を定額補助。

・老朽化対策については、安全性・機能性に問題があり、計画的解消が不可欠な老朽施設（ライフラ
インを含む）の再生などを重点的に支援。

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

【１】財政的支援（国立大学施設整備費等による支援）

【改修前】 【改修後】

スタジオ

老朽化した製図室

改修前

フレキシブルに利用できるスタジオ

改修後

（文部科学省）２／４

問合せ先

大臣官房文教施設企画・防
災部計画課 髙間
03-5253-4111（内線2300）
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（従来の改築型） （長寿命化型）
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今後の維持・更新コスト（従来型）

40年間の総額

1,770億円

83.2億円/年

対象建物

38.6万㎡

205棟

40年間の平均

44.3億円/年

2.6倍

過去の

施設関連経費

17.0億円/年

公立学校施設の長寿命化計画の策定や長寿命化改修の実施を推進するため、手引・解説書・事例集
を作成するとともに、地方公共団体職員を対象とした講習会を開催。

・「学校施設の長寿命化改修の手引～学校のリニューアルで子供と地域を元気に！～」（平成２６年１月）
・「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」（平成２７年４月）
・「子供たちの安全を守るために－学校設置者のための維持管理手引－」（平成２８年３月）
・「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（平成２９年３月）
・「学校施設の長寿命化改修に関する事例集」（平成２９年３月）
・「学校と地域の将来設計！個別施設計画策定取組事例集」（平成３１年３月）
・「学校施設の維持管理の徹底に向けて―子供たちを守るために―」（令和２年５月）
・学校施設の長寿命化計画に係る専門家や先進的な取組を行う自治体職員等を派遣し、講習を実施。

（支援策の具体的内容）

【２】技術的支援（手引・解説書・事例集の作成、講習会の開催）

（文部科学省）３／４

学校施設の建物状況を把握し、建
物情報一覧表を作成

001 1301 Ａ小学校 校舎１ 1
2203001

157
小学校 校舎 RC 3 2,562 1969 S44 47

002 1301 Ａ小学校 校舎２ 5
2203001

158
小学校 校舎 RC 3 1,525 1969 S44 47

003 1301 Ａ小学校 校舎３ 18-1,2
2203001

159
小学校 校舎 RC 4 1,179 2002 H14 14

004 1301 Ａ小学校 体育館 19-1,2,3
2203001

160
小学校 体育館 RC 4 1,408 2002 H14 14

005 1302 Ｂ小学校 校舎１ 2-1 小学校 校舎 RC 3 1,819 1964 S39 52

006 1302 Ｂ小学校 校舎２ 2-2 小学校 校舎 RC 3 1,744 1970 S45 46

007 1302 Ｂ小学校 校舎３ 17 小学校 校舎 RC 3 911 1980 S55 36

008 1302 Ｂ小学校 体育館 7 小学校 体育館 S 2 668 1972 S47 44

009 1303 Ｃ小学校 校舎１ 1 小学校 校舎 RC 3 3,010 1970 S45 46

010 1303 Ｃ小学校 校舎２ 2 小学校 校舎 RC 3 1,750 1972 S47 44

011 1303 Ｃ小学校
体育館・特別
教室棟

3 小学校 体育館 RC一部S 2 789 1971 S46 45

通し
番号

学校
調査
番号

施設名 建物名 棟番号

建築年度

和暦

建物基本情報

築年
数西暦

学校
種別

建物
用途

固定資
産台帳
番号

用途区分

構造 階数
延床
面積
（㎡）

今後の維持・更新コストを自動的に試算し、グラフ出力可能

（支援策のイメージ）

問合せ先

大臣官房文教施設企画・防災部
施設助成課 水橋
03-5253-4111（内線2463）
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各国立大学法人等において適切に施設の長寿命化を図るとともに、インフラ長寿命化計画（個別施設
計画）の策定等に資するため、報告書等を作成し、国立大学法人等へ普及啓発活動を実施。

・報告書「国立大学法人等施設の長寿命化に向けて」（平成31年3月）
・インフラ長寿命化計画（個別施設計画）における留意点（令和2年3月）
・国立大学法人等に向けた会議において説明等を実施。

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

問合せ先

大臣官房文教施設企画・防
災部計画課 奥田
03-5253-4111（内線3188）

【２】技術的支援（報告書の作成、普及啓発）

施設の総量の最適化と重点的な整備（施設のトリアージ）のイメージ

機能向上+性能維持 性能維持
改築・

集約化等
取壊し

将来的に不要となる施設

教育研究ニーズへの
対応が特に必要

主に物理的な
性能を維持

改修では
活用が困難

当面使用 廃止

廃止に向けて検討

・サステイナブルな施設整備や維持管理の実現
・トータルコスト縮減・予算の平準化

施設の総量の最適化と重点的な整備

大学経営基盤の強化

安全性
の確保

施設用途等に応じた整備内容や
長寿命化の可否の検討

長寿命化が困難長寿命化が可能

大学の理念や特色・強み、施設の現状、財政状況等を踏
まえ長期的に必要となる施設の総量を判断

長期的に必要となる施設

長寿命化に向けた施設の基本的なライフサイクルのイメージ

※性能維持改修の例： ＜20～25年、60～75年＞ 設備（空調等）の更新や屋上防水・外壁の改修 等
＜40～50年＞ 設備（空調・照明・給排水等）の更新、屋上防水・外壁・建具の改修、

躯体の耐久性回復 等
※機能向上改修：上記以外に、教育研究ニーズ等を踏まえ適宜実施することが重要

・国立大学法人等施設の長寿命化に向けた基本的な考え方を整理
○長寿命化に向けた施設マネジメントの取組 ○個別施設の長寿命化に向けた基本的なライフサイクル

（文部科学省）４／４

○個別施設計画における留意点
各項目における留意事項を整理。

１．対象施設、２．施設情報、３．施設の総量の最適化と重点的な整備（施設のトリアージ）

４．ライフサイクルコストの平準化、５．施設マネジメント（財源の確保）、６．個別施設計画の位置づけ

13



（スポーツ庁）

スポーツ施設の個別施設計画策定や施設の集約・複合化、利用の高度化等、ストックの適正化とス
ポーツの場のフル活用を推進するため、自治体向けの講習会の開催等を行う

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

問合せ先

スポーツ庁参事官（地域振
興担当）施設企画係 齋藤
03-5253-4111（内線3773）

【２】技術的支援（スポーツ施設の個別施設計画策定を通じた集約・複
合化等推進）

・ガイドラインを踏まえた個別施設計画の策定促進、施設の集約・複合化等の先進事例の横展開等を
目的として、WEBセミナー等により地方公共団体等を対象とした普及啓発を行う。
・地方公共団体等からの個別施設計画策定等に関する相談に応じるため、WEB等で相談窓口を設置
し、メールでの情報提供や専門家の派遣等により地域のニーズに応じた支援を行う。

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

個別施設計画の策定の促進(令和2年度継続)
個別施設計画の策定率を上げるため、セミナーを開催し、

促進する。
【スポーツ施設特有の課題】

○利用者数の変動（スポーツ実施率、高齢化等）○財政負担の変動（利用
料金等の収入増等）○既存施設の活用（学校開放等）

○自治体内で所管が複雑

先
進
事
例
の
形
成

（
平
成
30
年
度
ま
で

）
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地形や水源からの距離などの自然条件により施設整備費が割高となる等、経営条件が厳しい水道事
業又は水道用水供給事業を経営する地方公共団体等に対し、水道施設の整備に要する費用の一部
を財政支援。

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

問合せ先
医薬・生活衛生局水道課 尾形
03-5253-1111（内線4026）

【１】財政的支援（水道施設整備費による支援）

○生活基盤施設耐震化等交付金
・地震対策地域等における重要給水施設に配水する配水管及び基幹水道構造物の耐震化、
老朽管更新

・交付率：１／２、４／１０、１／３、１／４ ※財政力指数及び水１㎥を作るコスト、老朽管の更新する管種により異なる

管路の布設工事 老朽管の更新工事

（厚生労働省）１／１16



17



地方公共団体が管理・所管している各インフラ（農業水利施設、農道、農業集落排水施設、地すべり防止施設、海岸
保全施設、治山施設、林道、漁港施設、漁場の施設、漁業集落環境施設）について、点検、診断、補修及び更新によ
る長寿命化対策を支援する。

問合せ先
農村振興局整備部設計課
強靱化計画班 岩﨑 齋藤
03-3502-8111（内線5536）

【１】財政的支援（補助事業等による支援）

○農業水利施設

○農道

○農業集落排水施設

○地すべり防止施設

○海岸保全施設

（支援策の具体的内容）

地方公共団体が策定する個別施設計画
に関し補助事業による支援。
（補助率：１／２等）

○治山施設

○林道施設

○海岸保全施設

○漁業集落環境施設

○漁場の施設

○漁港施設

農村振興局

林野庁

水産庁

（農業水利施設等の長寿命化）

農業水利施設 農道 農業集落排水施設

地すべり防止施設

床板の劣化

補強・塗装

機器による劣化診断

補修・更新補修・更新

●水路の補修・更新 ●農道橋の補修・更新 ●新技術を用いた更新

水路の機能診断

（農林水産省）１／４

塗装、補修

●地すべり防止施設の補修・更新

集水井内の劣化

18



漁港施設の長寿命化

防潮堤の補修

海岸保全施設の長寿命化

鋼製矢板の補修
（例：矢板式防波堤）

護岸の補修

機能強化
（例：コンクリート製治山ダム）

劣化した部材の交換
（例：落石防止工）

摩耗・洗掘等の補修
（例：コンクリート製治山ダム）

治山施設の長寿命化

橋梁落下防止工による耐震性向上 塗装工事による鉄骨の腐食防止

林道の長寿命化

（農林水産省）２／４19

コンクリート上部工の補修
（例：用地護岸）



基準・手引き等の策定・改定、研修制度等の充実により、地方公共団体等の職員の技術力向上を支援。

（支援策の具体的内容）

【２】技術的支援（基準類の整備や研修による支援）

施設の機能保全に関する基準・手引きや個別施設計画策定のためのガイドラインを策定し、地方公共団体等職員
へ技術情報を提供。

施設の管理者の多くが地方公共団体や土地改良区であることから、国や農研機構（農村工学研究部門）等が主催
する研修・講習会・出前研修等に地方公共団体や土地改良区職員が参加できる体制を確立し、施設の所有者、管
理者、対策実施者等を含めた全体の技術力向上を図る。
また、施設の機能保全や長寿命化に関する技術を随時把握できるよう研修内容の充実を図る。

（農林水産省）３／４

問合せ先
農村振興局整備部設計課
設計基準班 草 伊佐坂
03-3502-8111（内線5569 ）

施設の機能保全に関する基準・手引き等の策定・改定状況 研修の実施

機能保全技術の講義 ポンプ診断技術の研修会

水路補修工法技術の出前授業

20

施設分野 基準・手引き
策定・改定

時期

農業水利
施設

・農業水利施設の機能保全の手引き

・農業水利施設の長寿命化のための手引き

・H27.5
・H27.11

林道施設

治山施設

・林道施設に係る個別施設計画策定のための

ガイドライン

・林道施設長寿命化対策マニュアル

・治山施設に係る個別施設計画策定のための

ガイドライン

・治山施設個別施設計画策定マニュアル

・H27.3

・H28.3

・H28.3

・H28.3
（H30.3改訂）

水産基盤
施設

・水産基盤施設ストックマネジメントのためのガ

イドライン

・水産基盤施設機能保全計画策定の手引き

・水産基盤施設の維持管理点検マニュアル

・H27.5

・H27.5
・R2.9



【３】その他（新技術の開発・導入の推進）

（農林水産省）４／４

問合せ先
農村振興局整備部設計課
設計基準班 草 中村
03-3502-8111（内線5569 ）
水産庁漁港漁場整備部整備課
機能高度化班 山崎
設計班 中瀬
03-3502-8111（内線6880 ）

施設の機能診断や補修・補強等の対策に関する新技術の開発・導入を推進。

（支援策の具体的内容）

現地で活かせる新技術開発について、民間企業、試験研究機関等と連携し、技術開発を推進するとともに、新たに

開発された技術情報について、農林水産省のホームページによる公開や新技術・新工法説明会の開催により、施設
管理者へ情報を提供。

【潤滑剤による農業用ポンプの診断技術】

点検・診断技術 技術開発成果情報の公開

ポンプ設備の回転部 （軸受、減速機）から潤
滑剤 （潤滑油・グリース）を採取 ・分析し、その

中に含まれる金属摩耗粒子の量や形態など
の情報を用いてポンプ設備の簡易な機能診断
を行う技術を開発。

採油状況 携帯型測定装置

潤滑剤の性状・汚染 機器の摩耗

【ホームページによる情報公開】

スマートフォンを利用して、漁港施設の点検
結果を蓄積、データベース化し、共有化する
ことにより、施設の維持管理の迅速化・効率化
が可能。

【漁港施設点検システム】

機能保全計画で
要経過観察として位置づけ

項目名 内容

点検種類 日常点検

最終更新
2015年8月27日
10:49

登録者所属 ●●市△△部

場所名 A漁港

対象施設 防波堤

施設位置 上部工

損傷の種類 亀裂

撮影者
コメント

No21、機能保全

計画上の評価を
要確認

21
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（経済産業省）１／１

地方公共団体等が布設する工業用水道施設の更新・耐震化事業に、国が事業費の一部を補助

○強靱化事業の採択基準
・老朽化が進行している事業、施設更新・耐震化による費用対効果が高い事業又は耐震化率が低く、
早急に耐震対策を進める必要がある事業

・更新・耐震対策の必要性が高く、かつ経営効率化策を含んだ経営計画を策定している事業
・補助率：１００分の３０以内

（支援策の具体的内容） 【令和２年度予算額 2,995,000千円】

（支援策のイメージ）

問合せ先

経済産業政策局地域経済産業グループ
地域産業基盤整備課 堀、飯塚、兼本
03-3501-1677

【１】財政的支援（工業用水道事業費補助金による支援）

○改築事業の採択基準
・建設対象の工業用水道事業を改築する場合、工業用水道施設更新・耐震・アセットマネジメント指針
等に基づく更新・耐震化計画を策定し、それを実施するもの。

・補助率 １００分の３０以内

管の布設工事 管路の更新工事（老朽管内に新管の挿入）

23
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インフラメンテナンス情報ポータルサイトを通じて、国土交通省所管分野のメンテナンスに関する情報の一元的提供を行う。

【０】全体的な支援（ホームページでの情報の一元的提供）

（支援策の具体的内容）

問合せ先
総合政策局 公共事業企画調整課
吉武 03-5253-8111（内線24544）

国土交通省では、国や地方公共団体等の社会資本のメンテナンスに関する様々な情報について容易に確認できる
よう、社会資本のメンテナンス情報に関する情報ポータルサイトを設置しています。

情報ポータルサイトでは、道路、河川、港湾などの各分野における社会資本の点検状況等が確認できるほか、社会
資本の戦略的維持管理・更新に関する施策や取組などについて確認できます。

…

…

…

…

＜トップページ＞ ＜コンテンツの例＞

（国土交通省） １／２０25



（国土交通省）２／２０

【１】財政的支援（道路メンテナンス事業補助制度による支援）
問合せ先
道路局 国道・技術課 二宮

03-5253-8111（内線37863）

26

制度概要

対象構造物

○国費率

道路の点検結果を踏まえ策定される長寿命化修繕計画に基づき実施される
道路メンテナンス事業に対し、計画的かつ集中的な支援を実施するもの

国費：５．５／１０×δ
（δ：財政力指数に応じた引上率）

橋梁、トンネル、道路附属物等（シェッド、大型カルバート、門型標識）

対象事業 修繕、更新、撤去※ 等

長寿命化修繕計画  地方公共団体は、長寿命化修繕計画
（個別施設計画）を策定・公表

 橋梁、トンネル、道路附属物等の個別施
設毎に記載された計画に位置づけられた
道路メンテナンス事業を支援

【トンネル】 【道路附属物等】

○○市

道路附属物等
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

【橋梁】

国庫債務負担行為を可能とし、効率的な
施工（発注）の実施と工事の平準化を図る

○○市

トンネル
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

○○市

橋梁
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

○国庫債務負担行為の活用

※撤去は集約に伴う構造物の撤去や横断する道路施設等の安全の確保のための構造物の撤去を
実施するもの



地方公共団体が実施する大規模施設（水門、排水機場、砂防堰堤等）の更新・改良に対して集中的に支援を実施

問合せ先
水管理・国土保全局 河川計画課
寺尾

03-5253-8111（内線35382）
【１】財政的支援（大規模更新事業等による支援）

各地方公共団体が策定した個別施設計画に対して、着実な維持管理・更新に取り組んでいけるよう支援
（計画期間：概ね１０年以内、国費率：事業毎に実施要綱で定める割合（１／２等））。

（支援策の具体的内容）

（国土交通省） ３／２０

地方公共団体が管理する排水機場、砂防堰堤、水門、雨水
ポンプ場等が対象。

下水道施設（雨水ポンプ場）

【排水ポンプ設備更新の例】

ポンプ設備更新

海岸保全施設（水門）

砂防施設（砂防堰堤）

【その他の施設例】

大規模更新事業等

排水機場

○地方公共団体は、長寿命化計画（個別施設計画）を策定

〇水門、砂防堰堤等の個別施設毎に記載された計画に位置付けられ
た事業を支援

地すべり防止施設 腐食の進行

集水ボーリングの目詰まり

水門

砂防設備

水通し天端の摩耗の進行

27



問合せ先

大臣官房社会資本整備総合交付金等総
合調整室 沖

03-5253-8111（内線57739）
【１】財政的支援（防災・安全交付金による支援）

各地方公共団体が単独で、又は共同して策定した整備計画に対して、基幹的な社会資本整備事業のほか、関連する社会資本
整備や効果促進事業を総合的・一体的に支援（計画期間：３～５年、国費率：事業毎に交付要綱で定める割合（１／２等））。

（支援策の具体的内容）

（国土交通省） ４／２０28

対策後

◆下水道施設の老朽化対策

更生工法
による対策

◆河川管理施設等の老朽化対策河川管理施設の老朽化対策

下水道施設の老朽化対策

公営住宅等の老朽化対策

港湾施設の老朽化対策海岸保全施設の老朽化対策

◆海岸保全施設の老朽化対策

空洞化調査

水門ゲート
の更新

ポンプ
の補修

胸壁
の補修

コンクリート劣化・鉄筋露出

砂防施設の老朽化対策

テレビカメラによる管路の点検・調査

各地方公共団体が管理する河川管理施設、下水道施設、海岸保全施設、港湾施設などのインフラ施設に関して、インフラ長寿
命化計画を踏まえた点検・診断、修繕・更新等の老朽化対策を総合的に支援する。
※基幹事業ごとの詳細の支援概要については、 ５～１１ページに記載

◆港湾施設の老朽化対策

老朽化した岸壁の補修

防波堤の沈下した消波ブロックの嵩上げ

消波ブロック嵩上げ

岸壁
の補修



港湾事業

【１】財政的支援（防災・安全交付金による支援）

（支援策の概要）
地方公共団体等が実施する港湾施設の老朽化対策及び事前防災・減災対策等について支援を実施

（支援策のイメージ）
◆港湾改修事業における港湾施設の老朽化対策

施
工
後

施
工
前

施
工
前

施
工
後

鋼管杭が塩害により腐食 表面処理を行うことで、
鋼管杭本体を長寿命化

桟橋裏面の鉄筋コンクリートが
塩害により腐食

表面処理を行うことで、
桟橋本体を長寿命化

（国土交通省） ５／２０29

（支援策の具体的内容）
■港湾改修事業
・対 象：港湾施設（水域施設、外郭施設、係留施設、臨港交通施設及び港湾施設用地）の建設又は改良

を行う事業のうち、防災・安全対策のため特に必要と認められる事業

・条 件：維持管理計画等が策定され、維持管理計画等に基づく適切な維持管理が為されていること 等

・国費率：５／１０等

問合せ先
港湾局 計画課 福
03-5253-8111（内線46-324）



河川・ダム事業

【１】財政的支援（防災・安全交付金による支援）

・地方公共団体が実施する河川管理施設（水門・ダム等）の長寿命化対策について支援を
実施

■特定構造物改築事業
対 象：指定区間内の１級河川又は２級河川において施行される河川管理施設の改築並びに長寿命

化計画に基づく河川管理施設の延命化に必要な措置 等
条 件：①長寿命化計画に基づく延命化に必要な措置のための費用及び改築に必要な費用の合計事

業費が合計４億円以上であること
②長寿命化計画が策定され当該計画に基づく延命化の措置を適正に行っている施設であるこ

と 等
補助率：１／２ 等

（支援策の概要）

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

※代表的な支援策を掲載

老朽化した施設（樋門）の更新

老朽化した施設（放流設備）の改良
（高耐候性塗料による再塗装）

（国土交通省） ６／２０30

問合せ先
水管理・国土保全局 治水課 小林

03-5253-8111（内線35-583）
河川環境課 流水管理室 中久木

03-5253-8111（内線35-494）



(支援策の概要)
・地方公共団体が実施する既設砂防設備及び地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設
の緊急改築について支援を実施

問合せ先
水管理・国土保全局 砂防部保全課
安藤

03-5253-8111（内線36232）

【１】財政的支援（防災・安全交付金による支援）

(支援策の具体的内容)

■砂防設備等緊急改築事業
対象：既設の砂防設備及び地すべり防止施設(以下「砂防設備

等」)について、緊急改築を行うことで既存の砂防設備等
を有効活用することにより、地域における安全の向上を
図ることを目的に実施するもの

条件：①原則として、ライフサイクルコストを考慮した長寿命
化計画が策定され適正に維持管理されているもの
②事業の対象となる砂防設備等が、以下のいずれかの要
件に該当するもの(ⅰ)昭和52年以前の技術基準により設
計されており、土石流に対して構造物の安全性、安定性
が確保されていない砂防設備(ⅱ)設置後概ね10年経過し
た施設で、地質条件などによって当初設計時の想定より
早期に集排水ボーリングの目詰まりが生じており、近年
開発された材料の活用により目詰まりが生じにくくなる
など施設の機能が著しく向上する地すべり防止施設
③総事業費が1億円以上であるもの 等

国費率：１／２ 等

(支援策のイメージ)

砂防設備等緊急改築事業(砂防設備)

急傾斜地崩壊防止施設緊急改築事業

砂防設備等緊急改築事業(地すべり防止施設)

砂防事業

（国土交通省） ７／２０

※代表的な支援策を掲載
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海岸事業

問合せ先
水管理・国土保全局 海岸室
日野口

03-5253-8111（内線36-325）

【１】財政的支援（防災・安全交付金による支援）

・海岸管理者が実施する海岸堤防等海岸保全施設の長寿命化対策について支援を実施

■海岸堤防等老朽化対策緊急事業
対 象：海岸保全区域内の海岸保全施設を対象に実施する老朽化対策 等
条 件：①長寿命化計画に基づき海岸保全施設が適切に管理されていること

②老朽化等により機能が確保されていない又は機能低下の恐れがある海岸保全施設であって、
緊急にその機能の強化又は回復を行う必要があると認められるもの

③海岸堤防等老朽化対策緊急事業計画が策定されている地区であること
④総事業費が都道府県が行うもので５千万円、市町村が行うもので２千５百万円以上 等

補助率：１／２ 等

（支援策の概要）

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

海岸保全施設（胸壁）の修繕
施工前 施工後

老朽化状況（コンクリート劣化・鉄筋露出）

（国土交通省） ８／２０32



下水道事業

問合せ先
水管理・国土保全局 下水道部

下水道事業課事業マネジメント推進室
末益

03-5253-8111（内線34232）

【１】財政的支援（防災・安全交付金による支援）

• 下水道施設全体を一体的に捉えた「下水道ストックマネジメント計画」の策定とそれに基
づく計画的な点検・調査及び長寿命化を含めた改築を支援

 下水道ストックマネジメント支援制度
対 象：「下水道ストックマネジメント計画」の策定、同計画に基づく点検・調査及び改築
条 件：①事業計画等に基づき適正な維持管理が行われていること

②「下水道ストックマネジメント計画」に位置付けられていること
補助率：１／２等

（支援策の概要）

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）
更生工法による長寿命化

部分取替による長寿命化

・テレビカメラによる点検・調査・潜行目視による点検・調査

計画的な改築を行うために必要な点検・調査

（国土交通省） ９／２０33



都市公園・緑地等事業

問合せ先
都市局 公園緑地・景観課
佐々木

03-5253-8111（内線32945）

【１】財政的支援（防災・安全交付金による支援）

○地方公共団体における公園施設長寿命化計画の策定及び当計画に基づき適切に維持管理されてい
る公園施設の改築を支援

（支援策の概要）

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

老朽化が進行した四阿を再整備老朽化が進行した複合遊具を撤去し、新たに同様の施設を設置

■公園施設長寿命化対策支援事業

健全度調査等で改善が必要と判断されたもので、地方公共団体が策定する公園施設長寿命化計画に
基づき適切に維持管理されている施設の改築を支援 【国費率：１／２】

■公園施設長寿命化計画策定調査

公園施設の計画的な修繕・改築を行うための点検・調査、及び同点検・調査の結果に基づく公園施設
長寿命化計画の策定を支援 【国費率：１／２】 ※令和５年度までの措置

あずまや

（国土交通省） １０／２０34



地域住宅計画に基づく事業

問合せ先
住宅局 住宅総合整備課
目黒

03-5253-8111（内線39845）

【１】財政的支援（社会資本整備総合交付金による支援）

地方公共団体が管理する公営住宅等について、公営住宅等長寿命化計画等に基づく計
画的な建替・改善について財政的支援を実施

・支援策の対象：地方公共団体が行う建替・改善に係る財政的支援
・支援策を受けられる条件：公営住宅等長寿命化計画に基づく事業であること 等
・主な補助率：原則５０％

（支援策の概要）

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

外壁改修、給排水設備改修
など、耐久性向上、躯体の経
年劣化の軽減等を図るための
改善への支援

（国土交通省）１１／２０35



地方公共団体等の職員を対象とした維持管理に係る研修の開催による技術力向上

（支援策の具体的内容）

問合せ先
総合政策局 公共事業企画調整課
吉武 03-5253-8111（内線24544）

【２】技術的支援（社会資本の維持管理に係る研修の充実・強化）

確実な維持管理が行えるよう、従来の取り組みに加え、実務的な点検の適切な実施・評価に資する研修体制を充実・
強化。技術者不足が指摘されている地方公共団体への技術的支援の一環として、研修への地方公共団体等職員の
参加を呼びかけている。

道路・河川における維持管理の研修の様子

LCC（ライフサイクルコスト）の算定方法を示したガイドライン等の策定・公表や、ＬＣＣ算定ツールの提
供による最適な中長期的な維持管理・更新計画（個別施設計画）の策定支援

（支援策の具体的内容）

問い合わせ先
総合政策局 公共事業企画調整課
吉武 03-5253-8111（内線24544）

【２】技術的支援（ＬＣＣの算定方法を示したガイドライン等）

国は、ガイドラインの策定・公表やＬＣＣ算定ツールを提供することなどにより、地方公共団体の最適な中長期的な維
持管理・更新計画（個別施設計画）の策定を支援している。

港湾における維持管理
の研修の様子

インフラメンテナンス国民会議による
フォーラムの様子

（国土交通省）１２／２０36



（国土交通省）１３／２０

問合せ先
総合政策局 公共事業企画調整課
本庄 03-5253-8111（内線24535）

【２】技術的支援（インフラメンテナンス国民会議）

産学官民の技術や知恵を総動員するプラットフォームである「インフラメンテナンス国民会
議」の取組を推進

37



①業務内容に応じた必要な知識・技術を明確化
砂防 〇〇

橋梁（鋼橋）
橋梁（コンクリー

ト橋）
トンネル 砂防設備 〇〇

点検

道路橋（鋼橋）の点検業務の実施にあたり、道路法施行

規則第４条の５の５に定められた事項（健全性の診断を

除く）を確実に履行するために必要な知識及び技術
 …  …  …  …

診断  …  …  …  …  …

道路

○既存の民間資格を評価し、必要な技術水準を満たす資格を登録する制度を構築（H26.11登録規程告示）
○維持管理分野について、のべ２３９の民間資格を登録。

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

【２】技術的支援（社会資本の維持管理に関する資格制度）

・国は点検・診断等の業務に必要な知識・技術の明確化を図り、必要な技術水準を満たす資格を登録。
・地方公共団体は、国が登録した資格を点検・診断等の業務発注時に活用することにより、点検・診断等の一定の水準の確保や、
社会資本の維持管理に係る品質の確保を図る。

問合せ先
大臣官房 技術調査課 山口
03-5253-8111（内線22354）

④基準を満たす民間資格を登録

＜民間資格の登録等のプロセス＞

②民間資格を公募

③民間資格を評価

業務発注の際に登録された資格を活用

道路 砂防 ○○

橋梁（鋼橋） 橋梁（コンクリート橋） トンネル 砂防設備 ○○

点検
○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士
○○技術士

・・・

診断 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

＜施設等毎の登録資格数（※）＞

※維持管理分野を記載。その他計画・調査・設計分野がある。

R2.2.5現在

（国土交通省）１４／２０38



【２】技術的支援（直轄診断・修繕代行）

問合せ先
道路局国道・技術課
道路メンテナンス企画室 松本
03-5253-8111（内線37853）

39 （国土交通省）１５／２０

修繕代行事業、道路メンテナンス事業補助等の実施

○ 地方公共団体への支援として、要請により緊急的な対応が必要かつ高度な技術力を要する施設について、
地方整備局、国土技術政策総合研究所、土木研究所の職員等で構成する「道路メンテナンス技術集団」による
直轄診断を実施。

○診断の結果、診断内容や地域の実情等に応じ、修繕代行事業、道路メンテナンス事業補助等を実施。

【直轄診断実施箇所とその後の対応】【全体の流れ】

【平成３０年度 直轄診断実施箇所】

■仁方隧道（広島県呉市） ■天大橋（鹿児島県薩摩川内市）

〈地方公共団体〉

点検・診断

〈道路メンテナンス会議〉

現地調査を踏まえ
直轄診断候補箇所の選定

〈国〉

直轄診断実施箇所の選定

直轄診断実施

結果とりまとめ

報告 推薦

報告

診断内容、地域の実情等に応じ、

下部工のひび割れ覆工コンクリートの剥落・貫通ひびわれ

実施年度 直轄診断実施箇所 措置

Ｈ２６
年度

三島大橋（福島県三島町） 修繕代行事業

大渡ダム大橋（高知県仁淀川町） 修繕代行事業

大前橋（群馬県嬬恋村） 大規模修繕・更新補助事業

Ｈ２７
年度

沼尾シェッド（福島県南会津郡下郷
町）

修繕代行事業

猿飼橋（奈良県吉野郡十津川村） 修繕代行事業

呼子大橋（佐賀県唐津市呼子町） 修繕代行事業

Ｈ２８
年度

万石橋（秋田県湯沢市） 修繕代行事業

御鉾橋（群馬県神流町） 修繕代行事業

Ｈ２９
年度

音沢橋（富山県黒部市） 修繕代行事業

乙姫大橋（岐阜県中津川市） 修繕代行事業

Ｈ３０
年度

仁方隧道（広島県呉市） 修繕代行事業

天大橋（鹿児島県薩摩川内市） 修繕代行事業

Ｒ１
年度

秩父橋（埼玉県秩父市） 修繕代行事業

古川橋（静岡県吉田町） 修繕代行事業

＜天大橋の状況＞＜仁方隧道の状況＞



問合せ先
道路局国道・技術課
道路メンテナンス企画室 松本
03-5253-8111（内線37853）

【２】技術的支援（地域一括発注の取組（道路事業））

（国土交通省）１６／２０40

○市町村の人不足・技術力不足を補うために、市町村が実施する点検・診断の発注事務を都道府県等
が受委託することで、地域一括発注を実施

○令和元年度は32道府県（353市町村）が地域一括発注を活用

【イメージ図】

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

都道府県等による受託

国・県にてニーズを取りまとめ

・市町村のニーズを踏まえ、
地域単位での点検業務の一括発注等の実施

【手続きの流れ】

・国、都道府県にて市町村の意向調査を実施し、
点検数量をとりまとめた上で、点検業者へ発注

市
町
村
意
向
調
査

①

意
向
と
り
ま
と
め

②

受
委
託
方
法
説
明

③
点
検
数
量
と
り
ま
と
め

④

委
託
契
約
締
結

⑤

点
検
業
者
へ
発
注

⑥

点
検
実
施

⑦

３～５ヶ月

（
１
ヶ
月
）

（
１
ヶ
月
）

（
１
ヶ
月
）

（
１
ヶ
月
）

（
１
ヶ
月
）



関係機関の連携による検討体制を整え、課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的
な老朽化対策の推進を図ることを目的に、道路、港湾、空港、河川の各分野でメンテナ
ンス会議を設置・開催

【２】技術的支援（メンテナンス体制の強化） 問合せ先
・道路局国道・技術課 道路メンテナンス企画室 松本

03-5253-8111（内線37853）
・港湾局技術企画課港湾保全政策室 一政

03-5253-8111（内線46544）
・航空局航空ネットワーク部空港技術課 藤木

03-5253-8111（内線49514）
・水管理・国土保全局河川環境課河川保全企画室内堀

03-5253-8111（内線35464）

メンテナンスに係る会議の設置

（支援策の具体的内容）

（国土交通省）１７／２０41

【体制】地方整備局（直轄事務所）／地方公共団体（都道府県、市町村）／高速道路会社（NEXCO ・首都高速・阪神高速・
本四高速・指定都市高速等）／道路公社

【役割】 １．維持管理等に関する情報共有／２．点検、修繕等の状況把握及び対策の推進／３．点検業務の発注支援（地
域一括発注等）／４．技術的な相談対応

道路メンテナンス会議

（平成30年3月16日 広島県道路メンテナンス会議）

【体制】地方整備局港湾空港部等／地方公共団体等（都道府県、市町村、港管理組合、国際港湾株式会社等）／国土
技術政策総合研究所、港湾空港技術研究所、海洋・港湾構造物維持管理士会

【役割】１．維持管理状況の把握／２．維持管理体制の確保に向けた検討／３．港湾施設等の維持管理に関する情報
共有／４．効果的な老朽化対策の推進／５．技術的な相談対応

港湾等メンテナンス会議

（令和元年5月27日 中国地方整備局港湾等メンテナンス会議）

【体制】地方航空局／特定地方管理空港管理者／地方管理空港管理者／会社管理空港管理者

【役割】１．空港施設の維持管理技術等の技術支援・情報共有 ／ ２．空港維持管理・更新計画に基づく管理・更新状況

の確認 ／ ３．維持管理に係る技術的な相談対応

空港施設等メンテナンスブロック会議

（令和元年9月24~25日 空港施設メンテナンスブロック会議 東日本ブロック）

※平成２７年９月に本省航空局で設置済
※平成２８年からは全地方航空局で設置済

※平成26年７月に全都道府県で設置済

※平成27年4月に全地方整備局港湾空港部等で設置済

【体制】本省／地方整備局／地方公共団体（都道府県、政令指定都市）

【役割】１．維持管理に関する情報共有／２．点検、修繕等の状況把握／３．維持管理に係る技術的な相談等

河川維持管理会議
※ 平成23年に全ブロックで会議を設置済

平成30年3月からは全国会議を設置済

（令和元年8月19日 全国河川維持管理会議）



・老朽化対策支援に関するワンストップ相談窓口の開設（H25.7.16設置）

○各地方整備局等では、これまでも道路、河川及び港湾の個別分野に係る相談への体制整備を図ってきたが、地方
公共団体に対する老朽化対策等に関するワンストップ支援相談窓口を設置し、支援体制を強化

・国立研究開発法人港湾空港技術研究所 ライフサイクルマネジメント支援センターの設置（H25.4.1設置）
○地方整備局、港湾管理者等への技術指導、情報交換等の支援対応のための窓口を設置。

これにより現場支援を強化するとともに、現場ニーズに対応した研究を促進。

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

問合せ先
大臣官房技術調査課 野本
03-5253-8111（内線22327）

【２】技術的支援（ワンストップ相談窓口の設置・支援センターの設置）

老朽化対策支援
ワンストップ相談窓口

（企画部等）

地方整備局

道路部河川部 港湾空港部建政部 営繕部 ・・・

Ａ地方
公共団体

Ｂ地方
公共団体

Ｃ地方
公共団体

理事長

統括研究官

理事

研究主監

特別研究官

企画管理部

研究計画官

研究評価官

知財活用推進官

総務課

企画課

業務課

７領域（海洋、海洋情報・津波、沿岸環境、地盤、
地震防災、構造、新技術研究）

監事(常勤)

監事(非常勤)

アジア・太平洋沿岸防災センター

海洋インフラ技術推進センター

ライフサイクルマネジメント支援センター国立研究開発法人
港湾空港技術研究所
組織図

各地方整備局等や国立研究開発法人港湾空港技術研究所等による地方公共団体に対する助言体制
の強化などの技術的支援体制を強化

（国土交通省）１８／２０42



非破壊検査技術やロボット技術等の新技術やＩＴの活用により、インフラ管理の安全性、信頼性、効率
性の向上を実現。

 点検・診断技術、社会インフラのモニタリング技術、次世代社会インフラ用ロボット等の老朽化対策に資する新技術
について、以下の取組みを通じて直轄工事での先導的な導入を進め、地方公共団体への普及も促進。
 テーマを設定し、当該テーマに関連する類似技術を公募した上で現場実証等を実施し、特徴を明確にした技

術比較表を作成・公表
 マッチングイベント等を通じ、現場のニーズと開発者等の技術シーズをマッチングさせ、成立した案件について

現場試行等を実施し、その結果を公表

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

問合せ先
大臣官房技術調査課 福井
03-5253-8111（内線22346）

【２】技術的支援（老朽化対策に資する新技術の開発・導入の推進等）

センサー

センサー

センサー

センサー

センサー

基準点（緯度経度）

例：事務所で
データ取得

例：損傷が大きい箇所等
における変位等の監視

社会インフラのモニタリング技術 次世代社会インフラ用ロボット点検・診断技術の開発・導入

高解像度カメラやレーザースキャナに
より、堤防の変状、沈下等を把握する
など、点検の高度化・効率化を図る。

デジタルカメラ
GPSアンテナ

IMU

レーザスキャナ

堤防の変状（はらみ）

当初断面

現地にて、はらみだしを確認

○橋梁

・近接目視を支援
・打音検査を支援
・点検者の移動を支援

○トンネル

○水中（河川、ダム）

・近接目視を代替・支援
・堆積物の状況を把握

・近接目視を支援
・打音検査を支援
・点検者の移動を支援43

（国土交通省）１９／２０43



問合せ先
総合政策局 社会資本整備政策課
井上 03-5253-8111（内線26532）

【２】技術的支援（ＰＰＰ／ＰＦＩの取組）

（国土交通省）２０／２０44

○ 国土交通省では、インフラの維持管理等にあたって、官民連携手法の導入について検討を行う地方公共団体に対して支援
を実施している。

○ 支援を通じて、導入に際しての課題やその対応方針を明らかにするとともに、得られた知見を横展開するなど効率的な維持
管理手法の普及を図る。

【支援対象】

国土交通省所管のインフラのうち利用料金を徴収しないもの※の
維持管理に係る官民連携事業の導入を検討する地方公共団体

事業手法例：包括的民間委託、修繕を含むPFI事業 等

※ 道路、橋梁、河川、公園等

自治体名 事業名

富山市
（富山県）

社会インフラの包括管理に向けた官民連携事業手法等検討調査

玉名市
（熊本県）

技術系職員不足の制約下で日常維持管理の合理化を目指した官民
連携の導入検討

尼崎市
（兵庫県）

尼崎市における持続可能な維持管理手法の検討

【支援内容】

国土交通省が委託したコンサルタントを地方公共団体に派遣し、
官民連携事業を導入するにあたり必要となる調査・検討等を支援

【令和2年度支援自治体】

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_000006.html

※上記の三条市の事例等を踏まえ、包括的民間委託の導入を検討するプロセスの一例と
支援先における検討内容を整理し取りまとめた資料を以下に掲載

 インフラの維持管理に係る官民連携事業の導
入検討支援（令和2年度～）

 先導的官民連携支援事業（平成23年度～）

【維持管理分野に関する支援の事例】

○三条市（新潟県）

『地域維持型社会インフラ包括的民間委託の改善検討調査』

＊図は第1期時点のもの
出典：「地域維持型社会インフラ包括的

民間委託の改善検討調査報告書」
（平成31年3月 三条市）

・事業実施に係る課題の整理 ・マーケットサウンディング
・スキーム、進め方の検討 ・関係者との調整 等

【支援対象】

国土交通省の所管する事業であり、先導的な官民連携事業を実施しよ
うとする地方公共団体等

【支援内容】

官民連携事業の導入・実施に向けた検討（導入可能性調査、デューデリ
ジェンス等）にかかるコンサルタント等の専門家への調査委託費を助成

全額国費による定額補助（上限2,000万円）
※都道府県及び政令指定都市は、コンセッション事業に関するものを除き、補助率１／２、上限1,000万円

第1期における事業範囲（道路・公園・
排水路の維持管理修繕業務）等の見
直しを行い、橋梁・消雪パイプ点検業
務の追加、対象エリアの拡大や契約期
間の拡大等を反映した第2期の包括的
民間委託事業を実施。
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地域の生活基盤を支えるための重要なインフラである廃棄物処理施設の長寿命化に当たり、循
環型社会形成推進交付金により市町村等を支援。

（支援策の具体的内容）

 地域の創意工夫による市町村等の廃棄物処
理施設の整備に対する交付金
（交付率： １／３又は１／２）

 老朽化した廃棄物処理施設の更新需要の増
大を踏まえ、施設の更新時期の平準化に資す
る施設の改良・改造による長寿命化の取組に
ついて重点的に支援

■基幹的設備改良事業
施設の基幹的設備の改良による長寿命化と併せて、

省エネ対策等のCO2削減や災害に備えた施設の強靱
化に資する機能向上を行う事業を支援。
(長寿命化対策とともに、地球温暖化対策や災害対策
を統合的に推進)

■長寿命化総合計画策定支援事業

地域単位の観点から長寿命化が必要な施設に対し
て長寿命化総合計画を策定するための調査等を支援。

（施設老朽化の現状）

 老朽化した廃棄物処理施設については、
適切に整備を行い、地域における安全・安
心を確保することが必要。

 施設の改良・改造による長寿命化を図るこ
とによって、既存施設の有効利用が図られ、
中長期的に財政負担を平準化・軽減。

○ダイオキシン対策により整備した施設の多くが老朽化

※全国1,082施設のうち
築20年超： 443施設
築30年超： 181施設
築40年超： 35施設

（令和元年３月末時点）

○地域でのごみ処理能力
の不足、事故リスク増大
のおそれ

【１】財政的支援（循環型社会形成推進交付金による支援）

（環境省）１／５

問合せ先
環境再生・資源循環局
廃棄物適正処理推進課 吹越
03-3581-3351（内線6849）

46



○支援策の概要

地方公共団体が行う国定公園の整備、長距離自然歩道の整備などを支援し、地域の特性を生かし

た自然とのふれあいの場の整備や自然環境の保全・再生を行う。

○支援策の具体的内容
 交付先：都道府県

 交付対象事業：国定公園整備、国指定鳥獣保護区における自然再生事
業（既着手事業のみ）及び長距離自然歩道整備に係る施設を対象

（歩道、園地、休憩所、野営場、駐車場、公衆便所、博物展示施設、植生
復元施設、自然再生施設 等）

 事業主体：都道府県及び市町村

 交付限度額：総事業費の100分の45

環境省 A県
A県事業

B市事業

栗駒国定公園

（須川温泉駒ノ湯千道路（歩道））

長距離自然歩道（東海自然歩道）

事業費の

100分の45

都道府県の
裁量で

配分決定

○支援策のイメージ

問合せ先
自然環境局 自然環境整備課
小山 03-3581-3351（内線6455）

【１】財政的支援（自然環境整備交付金（国定公園等整備事業）
による支援）

（環境省）２／５47



【支援策の概要】

2020年を目指して、国立公園における訪日外国人をはじ
めとする多くの観光者の安全・快適な利用環境を整備する
ため、国が率先的に取り組みつつ、地方自治体からの高
い整備要望に対応する必要がある。

事業費の１／２を上限とした支援を実施
○標識・情報提供施設の多言語表記化、公衆トイレの洋式化
○老朽化した落下防止柵、荒廃している利用の多い歩道等の再整備等
○ビジターセンターや休憩所等の国立公園等施設の長寿命化対策整備

【公衆トイレの洋式化】

支援策のイメージ

国立公園内の地方自治体が
所有する国際化対応・老朽化対策・
長寿命化対策が必要な利用施設
（ビジターセンター、標識、公衆トイレ等）

【支援策の具体的内容】

（誘導標の多言語表記） （老朽化した落下防止柵の再整備）

（利用が多い荒廃歩道の再整備）

問合せ先
自然環境局 自然環境整備課
山﨑 03-3581-3351（内線7698）

国立公園内の地方自治体が所有する公園利用施設につい
て、国際化対応や老朽化対策、長寿命化対策のための整備
に対して支援し、国が実施する直轄整備と平行し集中的に整
備を推進する。

国立公園の利用環境を充実させ、訪日外国人をはじめとする多くの観光者の地方への誘客を図り、地方の観光振興・活性化に寄与

【対象となる事業事例】

【１】財政的支援（自然環境整備交付金（国立公園整備事業）
による支援）

（環境省）３／５48

【１】財政的支援（自然環境整備交付金（国立公園整備事業） 、環境保
全施設整備交付金（長寿命化対策整備事業）による支援）

（ビジターセンターの長寿命化対策整備）



（支援策の具体的内容）

 自治体等が廃棄物処理施設を含む「公共施
設等総合管理計画（行動計画）」や、廃棄物
処理施設毎の「個別施設計画」を策定するに
当たり、以下のとおり、技術的支援を実施。

○ 「廃棄物処理施設長寿命化総合計画作成の手
引き」を平成22年3月に策定（平成27年3月改訂、
令和２年度改訂予定）し、自治体に周知

⇒ストックマネジメントの考え方に基づき、地域単位
での広域的な観点も考慮しつつ、自治体等が処理
施設の長寿命化計画を作成する際の手引き。

○廃棄物処理施設の「行動計画（案）」及び「個別
施設計画の様式（案）」を平成27年7月に策定
（令和２年度改訂予定）し、自治体に周知
⇒自治体による行動計画及び個別施設計画策定の
参考となるよう、環境省全体の行動計画に先立ち、
廃棄物処理施設に特化して案を策定。

（施設長寿命化のイメージ）

初期性能水準

目標性能水準

管理水準

使用限界水準

経過年数

性
能
水
準

劣化予測

機能診断

評
価

改善

補強・機能回復

廃棄物処理施設の長寿命化を図り、そのライフサイクルコストを低減することを通じ、効率的な
施設整備や保全管理を充実する「ストックマネジメント」の実施方法に係る手引きとして、「廃棄物
処理施設長寿命化総合計画作成の手引き」等を取りまとめ、自治体等に対して周知するなど、
技術的支援を実施。

 環境省では、廃棄物処理施設も含めた環境省
全体の「インフラ長寿命化計画（行動計画）」を
平成28年3月31日に策定。

 今後、各自治体等の「行動計画」及び「個別施
設計画」の作成状況等のフォローアップを継続
的に実施。

【２】技術的支援（「廃棄物処理施設長寿命化計画作成の手引き」等）

（環境省）４／５

問合せ先
環境再生・資源循環局
廃棄物適正処理推進課 吉松
03-3581-3351（内線6848）
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個別施設計画の策定・改定

計画に沿った施設の
維持管理（自治事務）

一般廃棄物処理事業実態調査

「廃棄物処理施設長寿命化総合
計画の手引き」等の改定・周知

市町村等

市町村等

環境省

「廃棄物処理施設長寿命化総合計画」

 インフラ長寿命化基本計画に基づく
「個別施設計画」に相当するもの。

 「廃棄物処理施設長寿命化総合計
画作成の手引き」（平成22年3月策

定）に基づき、延命化目標年や施設
規模、施設整備・点検等の計画、延
命化対策や維持管理・更新費の将
来見込み等について規定。

（進捗管理の概念図）

○ 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、国は、市町村等の責務である一般廃棄物
の処理に関して、「廃棄物に関する情報の収集、整理及び活用並びに技術的支援に努めるこ
と」とされている。

○ 環境省では、昭和47年から、「一般廃棄物処理事業実態調査」を年に一度実施し、各市町村
等における１年間のごみ処理状況や整備状況等について把握し、公表している。

 市町村等による「個別施設計画の
策定状況」等を調査項目として追
加（平成28年度）。

 毎年、KPI（個別施設計画の策定
率）の進捗管理を行う（平成28年度
～）。

環境省

【３】その他（「一般廃棄物処理事業実態調査による進捗管理）

（環境省）５／５

問合せ先
環境再生・資源循環局
廃棄物適正処理推進課 高見
03-5521-9273（内線6827）
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